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「あやせ学びづくり運動」展開中 家庭では、生活のリズム（早寝・早起き・朝ご飯）と家庭学習の習慣をつくりましょう。地域では、子どもたちへの温かい声掛けをお願いします　問教育指導課☎70・5660
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各会計の決算額一覧
歳　入

決算額
昨年との比較

会　 計 　名 増　減 伸び率
一　般　会　計 294億1,670万円 8億4,180万円 2.9％

特　

別　

会　

計

国 民 健 康 保 険 事 業 108億5,224万円 △2億6,615万円 △2.4％
下 水 道 事 業 31億  138万円 △6億4,823万円 △17.3％
深 谷 中 央 特 定 土 地
区 画 整 理 事 業 3億7,572万円 △4,715万円 △11.1％

介 護 保 険 事 業 43億9,300万円 1億5,242万円 3.6％
後 期 高 齢 者 医 療 事 業 9億1,635万円 8,661万円 10.4％

計 196億3,868万円 △7億2,250万円 △3.5％
合             計 490億5,538万円 1億1,930万円 0.2％

歳　出
決算額

昨年との比較
会　 計 　名 増　減 伸び率
一　般　会　計 283億5,844万円 5億5,085万円 2.0％

特
　
別
　
会
　
計

国 民 健 康 保 険 事 業 107億9,224万円 △2億6,615万円 △2.4％
下 水 道 事 業 30億9,115万円 △6億4,846万円 △17.3％
深 谷 中 央 特 定 土 地
区 画 整 理 事 業 3億7,072万円 △4,715万円 △11.3％

介 護 保 険 事 業 43億3,842万円 1億6,297万円 3.9％
後 期 高 齢 者 医 療 事 業 9億1,023万円 8,468万円 10.3％

計 195億  276万円 △7億1,411万円 △3.5％
合             計 478億6,120万円 △1億6,327万円 △0.3％

28年度決算状況（一般会計）
歳入 歳出

294億1,670万円 283億5,844万円

44.1%44.1%44.1%
39.3%39.3%39.3%

21.1%21.1%21.1%

10.9%10.9%10.9%

7.9%7.9%7.9%

7.5%7.5%7.5%

5.5%5.5%5.5%

3.9%3.9%3.9%
3.9%3.9%3.9%

【地方譲与税】1億6,989万円
国が徴収した自動車重量税などから
分配されたお金

【市税】129億8,011万円
皆さんが納めた税金

【財産収入・寄附金・繰入金・諸収入】
15億4,760万円
市有地を売却して得たお金、寄付金、
基金（市の貯金）などから繰り入れられたお金

【繰越金】7億6,730万円
前年度から繰り越されたお金

【分担金及び負担金】2億7,612万円
保育料や施設の入所費用など、特定の
利益を受ける方が負担したお金

【使用料及び手数料】1億4,368万円
施設使用料や住民票発行手数料など

【国・県支出金】83億9,042万円
市の事業に対し、国や県から交付されたお金

【地方消費税交付金・地方特例交付金
・地方交付税など】27億3,850万円
消費税の一部として県から交付されたお金、
減税を補うためなど国から交付されたお金、
国税の中から交付されたお金など

【国有提供施設等所在市町村助成交付金等】
12億3,550万円
基地施設が使う固定資産に対し国から
交付されたお金

【市債】9億8,480万円
国や金融機関などから借り入れたお金

【諸収入】1億8,278万円
インターチェンジ事業に関わる
中日本高速道路（株）からのお金

【民生費】111億3,491万円
高齢者、障がい者、児童などの福祉の費用

【土木費】59億8,688万円
道路、河川、公園などの整備や維持の費用

【総務費】31億53万円
防災対策、情報化推進などの費用

【教育費】22億3,179万円
小・中学校、生涯学習などの振興の費用

【衛生費】21億1,439万円
ごみ処理、保健衛生などの費用

【公債費】15億6,202万円
国や金融機関などから借り入れたお金の返済費用

【消防費】10億9,795万円
消防や救急活動などの費用

【その他】11億2,997万円
商工業振興などの費用
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人事行政の運営などの状況をお知らせします

１ 職員数と職員の採用などに関する状況
　（１）部門別職員数の状況と主な増減理由（各年４月１日現在）　 【単位：人】

区分
部門

職員数 対前年
増減数 主な増減理由29年 28年

普
通
会
計
部
門

一
般
行
政
部
門

議 会 8 8 0
総 務 119(0) 111(1) 8(▲1) 業務増による増
税 務 28 26 2 欠員補充による増
民 生 108(2) 104(4) 4（▲2) 業務増による増
衛 生 60(2) 66(0) ▲6(2) 欠員補充による減
労 働 － － －
農林水産 9 9 0
商 工 10 10 0
土 木 69(0) 71(1) ▲2(▲1) 事務の統廃合縮小による減

計 411(4) 405(6) 6(▲2)
〈参考〉
人口１万人当たりの職員数48.28人
（類似団体の人口１万人当たりの職員数53.88人）

教育部門 44(2) 51(1) ▲7(1) 事務の統廃合縮小による減
消防部門 113 113 0

小 計 568(6) 569(7) ▲1(▲1)
〈参考〉
人口１万人当たりの職員数66.73人
（類似団体の人口１万人当たりの職員数71.71人）

公
営
企
業
等

会
計
部
門

下 水 道 10 13 ▲3 事務の統廃合縮小による減
そ の 他 24(1) 23(0) 1(1) 業務増による増
小 計 34(1) 36(0) ▲2(1)

合　　　計 602(7)
[642]

605(7)
[666]

▲3(0)
[▲24]

〈参考〉
人口１万人当たりの職員数70.72人

※職員数は一般職に属する職員数で、臨時・非常勤職員を除く　※（　）内は、育児休業代
替任期付職員数で、外数　※類似団体の人口１万人当たりの職員数は28年４月１日現在
※[　]内は条例定数の合計　

　（２）採用試験実施の状況（28年度採用試験実施結果） 【単位：人】

　市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例に基づいて、市の人事行政
の運営などの状況の概要を公表します。詳しくは、市ホームページで見るこ
とができます。問職員課☎70・5608。

職　種 試験
区分

受験者数 １次合格者数 ２次合格者数 最終合格者数
男 女 計 男 女 計 男 女 計 男 女 計

行　政

既卒者 80 27 107 37 9 46 10 6 16 4 4 8
大学卒 161 77 238 89 38 127 14 12 26 5 4 9
短大卒 2 10 12 1 6 7 1 2 3 0 1 1
高校卒 3 16 19 1 11 12 0 5 5 0 1 1

行政福祉 大学卒 4 2 6 3 1 4 1 1 2 1 1 2
土　木 大学卒 5 0 5 5 0 5 2 0 2 2 0 2
建　築 大学卒 3 1 4 2 1 3 0 0 0 0 0 0
機　械 大学卒 4 0 4 3 0 3 1 0 1 1 0 1
保健師 大学卒 0 5 5 0 4 4 0 3 3 0 3 3

消　防 短大卒 12 0 12 9 0 9 4 0 4 2 0 2
高校卒 12 0 12 9 0 9 5 0 5 2 0 2

保育士 短大卒 5 17 22 2 15 17 0 9 9 0 7 7
保健師
（第1回） 任期付 0 1 1 0 1 1 － － － 0 1 1

保健師
（第２回） 任期付 0 1 1 0 1 1 － － － 0 1 1

保育士 任期付 0 1 1 0 1 1 － － － 0 1 1
合　　計 291 158 449 161 88 249 38 38 76 17 24 41

　（４）職員手当の状況
区　　　分 綾　瀬　市 国

期
末
・
勤
勉
手
当

28年度支給割合
期　末 勤　勉 期　末 勤　勉
2.60月分
（1.45月分）

1.7月分
（0.8月分）

2.60月分
（1.45月分）

1.6月分
（0.75月分）

加算措置の状況
職制上の段階、職務の級な
どによる加算措置
：役職加算　５～20％

職制上の段階、職務の級な
どによる加算措置
：役職加算　 ５～20％
　管理職加算 10～25％

１人当たり平均支給額
（28年度） 1,515千円 －

退　

職　

手　

当

（28年度支給率）
勤続20年
勤続25年
勤続35年
最高限度額

１人当たり平均支給額

自己都合 勧奨・定年 自己都合 応募認定・定年

20.445月分
29.145月分
41.325月分
49.59月分
6,935千円

25.55625月分
34.5825月分
49.59月分
49.59月分
22,259千円

20.445月分
29.145月分
41.325月分
49.59月分

－

25.55625月分
34.5825月分
49.59月分
49.59月分

－

その他の加算措置

退職時特別昇給

定年前早期退職特例措置
（２～20％加算）

なし

定年前早期退職特例措置
（２～45％加算）

なし
※（　）内は再任用短時間勤務職員に係る支給割合　※退職手当の１人当たり平均支給額は、前
年度に退職した全職種に係る職員に支給された平均額　※国は27年度

２ 職員の給与の状況
　（１）職員の平均年齢、平均給料月額と平均給与月額の状況（29年４月１日現在）

一般行政職 技能労務職
平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額
41.3歳 324,530円 437,923円 49.7歳 348,883円 432,730円

　（２）職員の初任給の状況（29年４月１日現在）
区　　　分 綾瀬市 神奈川県 国

一般行政職
大学卒 182,700円 184,800円 176,700円
高校卒 155,800円 150,500円 144,600円

技能労務職 155,800円 148,200円 －

　（３）一般行政職の級別職員数の状況（29年４月１日現在）
区　　分 8級 7級 ６級 ５級 ４級 ３級 ２級 １級 計

標準的な職務内容 部長 参事 課長 副主幹 主査 主任
主事 主事 主事補

職　員　数［人］ 11(0) 12(1) 50(0) 94(0) 17(0) 38(0) 84(59) 37(0) 343(60)
構　成　比［％］ 3.2(0) 3.5(1.7) 14.6(0) 27.4(0) 5.0(0) 11.0(0) 24.5(98.3) 10.8(0) 100(100)
参
考
１年前の構成比 0 6.9 18.5 24.0 7.5 9.6 23.4 10.1 100
５年前の構成比 0 8.6 16.6 16.9 30.1 5.2 12.3 10.3 100

※職員数は市の給与条例に基づく行政職給料表の級区分による数（消防職、税務職、福祉職などを除く）　
※標準的な職務内容は、各級に該当する代表的な職名　※８級は29年４月１日新設　※（　）内は再任用短
時間勤務職員で、外数

※国は28年４月１日現在

　（５）特別職の報酬などの状況（29年４月１日現在）
区　　分 給　　料　　月　　額　　な　　ど

給料 市　長
副市長

911,000円
740,000円 教育長 684,000円

報酬 議　長
副議長

530,000円
429,000円 議　員 398,000円

期末
手当

市長・副市長
教育長・議長
副議長・議員

（28年度支給割合）
4.2月分

退職
手当

市　長
副市長
教育長

　　　　　　（算定方式）　　　　　　　　　（支給時期）
給料月額×勤続期間×400／100　　　　　　 任期ごと
給料月額×勤続期間×300／100　　　　　　 任期ごと
給料月額×勤続期間×200／100              　　任期ごと

３ 勤務時間・そのほかの勤務条件
　（１）職員の勤務時間、休憩時間の概要（29年４月１日現在）
　　 　職員の勤務時間は、８時30分～17時のうち休憩時間45分を除いた１日
７時間45分、週38時間45分です。

　（２）各種休暇の取得状況（28年度中）
区　分 取得状況 区　分 取得状況
年次休暇 平均8.1日 病気休暇など 41人
特別休暇 延べ804人 育児休業 9（9）人
介護休暇 0人 部分休業 1（1）人

※育児休業・部分休業欄の（　）内は、女性の取得者数で、内数

区　　　分 綾瀬市 国
扶
養
手
当

配偶者 13,900円 13,000円
配偶者以外の扶養親族  7,500円  6,500円
配偶者のいない職員の扶養親族のうち１人 11,200円 11,000円
16～22歳の子の特定加算  5,500円  5,000円

住　居　手　当 市内：29,700円を限度
市外：27,000円を限度 27,000円を限度

通　勤　手　当 55,000円を限度 55,000円を限度

地　域　手　当
（29年４月１日現在）

支給率 10％
支給対象職員数 609人
国の制度（支給率） 6％

時間外勤務手当
28年度 支給実績 185,119千円

職員１人当たり支給年額 302千円

27年度 支給実績 181,220千円
職員１人当たり支給年額 297千円

特
殊
勤
務
手
当

（
29
年
４
月
１
日
現
在
）

区　　分 全　職　種
職員全体に占める手当支給職
員の割合（28年度決算） 16.5％

支給職員１人当たり平均支給
年額（28年度決算） 13,117円

手当の種類（手当数） 市一般職の職員の特殊勤務手当に関する条例(5)、
市技能労務職員の給与に関する規則(1)

代表的な手当の名称 消防手当、社会福祉業務手当

１　元気の力
　　（福祉、医療）
保健福祉プラザの整備（5億467万円）
地域福祉の拠点施設として、29年10月１日に
開所した同プラザの建物工事などの整備を
実施しました。
認知症高齢者グループホーム整備への助成
（4,318万円）
介護する家族の負担軽減と介護サービス提
供の充実を図る体制を整備するため、市内
に誘致した同グループホームの施設整備や
開設準備に必要な経費を助成しました。
多子世帯への紙おむつ支給（1,331万円）
子育て多子世帯の経済的負担軽減を図るた
め、２人以上の子どもがいる世帯に対して、
１歳までの間、紙おむつの支給を行いました。

２　 産業の力
　　（農業、商業、工業、観光）

（仮称）綾瀬スマートインターチェンジ関
連事業（21億5,240万円）
同インターチェンジの早期開通に向け、
県や中日本高速道路（株）と連携し、事業
を進めるとともに、事業用地の取得や周
辺関連事業を実施しました。
中小企業への助成（1,645万円）
市内中小企業の生産能力増強や新たな販
路拡大に必要な生産設備の導入を促進す
るため、設備導入に要する経費の一部を
助成するとともに、新たな受注獲得の取
り組みを支援するため、ホームページ作
成などの受注拡大に要する経費の一部を
助成しました。
ロケツーリズムによる誘客の促進（594万円）
ロケ地と本市初のご当地グルメ「あやせ
とんすきメンチ」を活用した「ロケ地と
グルメマップ」を作成するとともに、撮
影場所となった市役所内を巡るロケ地ツ
アーを開催しました。

主な事業（28年度の新規・拡充事業）
市活性化応援寄附金制度の創設（8,563万円）
シティセールスの充実強化に向け、本市
の魅力をより多くの方々に知ってもらう
ため、寄付金を募り、返礼品として市内
特産品などを贈呈しました。

３　教育文化の力
　　（教育、文化、スポーツ）

神崎遺跡資料館での歴史学習（91万円）
同資料館において、授業の一環として市
内小学６年生を対象に、地域の歴史を学
ぶ授業を行いました。来館者を対象に「ま
が玉づくり」などの歴史体験学習を実施
しました。

４　 環境の力
　　（環境、みどり）

木製家具のＲＰＦ化（72万円）
粗大ごみのうち再生できない木製家具を
再生固形燃料として燃料化することによ
り、ごみ量の削減と資源化率を向上させ
ました。

５　 安全安心の力
　　（防災、防犯、消防）

準用河川比留川の浸水対策（8,064万円）
近年多発する集中豪雨などによる準用河
川比留川の浸水被害を軽減するため、29
年度完成を目指し、遊水地の整備を進め
ました。
急傾斜地の崩壊対策（1,535万円）
26年10月に発生した吉岡地区のがけ崩れ
箇所について、県が行う急傾斜地崩壊対
策事業の費用の一部負担と、市道1127号
線の復旧工事を行い、崩壊対策を進めま
した。

※各基準以上となった場合、財政運営の健全化を図るための計画策定など、さまざまな制約が課せられます

財政指標
市の比率が各基準を全て下回っているので、市の財政は健全です（市の比率の値は　　）。

　　　　　基　準

　比　率

実質赤字比率

連結実質赤字比率
一般・特別会計全体の赤字の程度

実質公債費比率
長期の借入金などの返済に使った金額の１年間の収入に対する割合

将来負担比率 　　

借入金や職員の退職金などの将来的な負担額の１年間の収入に対する割合

資金不足比率
公営企業の料金収入に対する資金不足の程度（下水道事業特別会計）

元気 しんどい ふらふら

一般会計と深谷中央特定土地区画整理事業特別会計を合算した赤字の程度

▼早期健全化基準 ▼財政再生基準
▼12.72％

▼20.0％（経営健全化基準）（経営健全化基準）

▼17.72％

▼25.0％

▼350.0％

▼20.00％

▼30.00％

▼35.0％

　　　　　　　　　

赤字なし赤字なし

赤字なし赤字なし

不足なし不足なし

7.2％7.2％

46.0％46.0％

♪


